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1. はじめに
ファミリービジネスとはいったい何を指すのであろう
か。代々続く街かどの商店、同族会社の中小企業、それ
こそ世界のトヨタ自動車でさえ、特定の一族で経営が継
承されていると考えられている場合、これらすべては
ファミリービジネスと呼称される。ファミリービジネス
という概念は非常に広義にもちいられているのである。
同時に、明確に定義ができない不明瞭な概念ともいえよ
う。
本研究は筆者がファミリービジネスの研究を開始する
にあたり、その定義を経営学の視点から明らかにするこ
とを目的としている。第2節では、中小企業と同族会社
そしてファミリービジネスの関係性を整理し、その区分
を明らかにする。一般的に同族会社の中小企業とファミ
リービジネスは一色単にみなされがちであるが、研究を
進めていくために一般論と法的な定義から区分を明確に
おこなう必要がある。
第3節においては、ファミリービジネス研究における
内外の先行研究をレビューする。それぞれの研究におい
て、ファミリービジネスがどのように定義されているの
かを取りあげていく。第4節では先行研究のレビューに
もとづき、ファミリービジネスの定義を多面的に概観す
る。学問的な見地からファミリービジネスの定義を検証
するのである。第5節においては本研究の総括をおこな
い、本研究の限界と今後の課題について述べる。
2. 中小企業・同族会社とファミリービ
ジネスの区分
本節では中小企業と同族会社、そしてファミリービジ
ネスにおける関係性を整理し、それぞれ明確な定義の区
分をおこなう。まず中小企業の現状についてみてみよう。
日本における全企業の99.7%占める中小企業は約381万
社に上り、日本経済の基盤といえる（図表1)。オイル
ショック、バブル経済崩壊、リーマンショック、そして
東日本大震災においても日本経済を支えてきた主体は中
小企業である。その根拠は日本企業における経常利益の
推移から読み取ることができる（図表2)。大企業のそ
れは景気に大きく呼応する特質をもつが、中小企業（中
堅・中小・零細）は大企業に比して変動の割合が少ない
ことがわかる！。換言すれば、もし日本の中小企業にお
ける経常利益が大企業と連動して大きく変動してしまう
場合、日本経済はかなりの痛手をこうむるだろう。
1 中堅企業とは中村 (1964)が考案した概念であり、法的な定義は存在しない。
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図表1 企業規模の割合
中小企業 380.9万者
99.7% 
中規模企業
約55.7万者
14.6% 
出所 ：中小企業白書概要 (2016)
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図表2 企業の経常利益推移表
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日本における中小企業の特徴は、いわゆる「日本的経
営」 2と呼ばれるものである。グローバル化した日本の
大企業では終身雇用などの日本的経営を取りやめて久し
いが、一般的には多くの中小企業はいまも日本的経営を
続けている。日本的経営のなかでも、とりわけ家族主義
にもとづく終身雇用制度は地域の雇用に貢献するのみな
らず、日本経済の根幹をも担ってきた。なぜならば日本
における全従業員の70.1%が中小企業に属しているから
である（図表3)。全就労者の約 7が中小企業に所属し
（期）
（年）
出所 ：中小企業白書概要 (2016)
ている日本において、その失業率が諸外国に比べ低い要
因は、中小企業による貢献に求められるだろう 。この点
においても、中小企業は日本経済の重要な基盤であるこ
とがわかる。
そして日本における中小企業の96.7%が、資本金1億
円未満の同族会社と呼ばれるものである3。同族会社の
定義は後述するが、同族会社は特定の一族すなわちファ
ミリーで所有されていることがほとんどである。このた
め、「中小企業＝同族会社＝ファミリービジネス」とい
2 日本的経営とは、年功賃金、終身屑用、企業別組合いわゆる「三種の神器」を指す。
3 「中小企業白書j(2014)より。
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図表3 企業就労者の状況
企 髯璽書鑽
大 1.1万者 1,433万人
中9』、企鑽 380.9万者 3,361万人
うち小耀編
325.2万者 1,127万人事鑽書
う等式が一般的な理解として独り歩きしたのではないだ
ろうか。筆者は日本おいて中小企業が同族会社、ファミ
リービジネスと同義語で扱われることが多い原因は、こ
の点にあると考えている。
まず中小企業の定義は、三つの法律により分類されて
いる。法人税法では資本金1億円以下の企業、会社法で
は資本金5億円以下もしくは負債総額200億円以下の企
業、中小企業基本法では業種、資本金、従業員の規模ご
とに細かく区分されている（図表4参照）。つぎに同族
会社とは、そもそもは法人税法の用語である。法人税法
上の同族会社は、三名以下の株主によって会社の株式の
50%超を実質的に所有されている会社と定義されてい
る。ここに中小企業および同族会社とファミリービジネ
スの親和性が垣間見えるが、同族会社の株主は自然人だ
けではなく法人の場合もある。その法人が必ずファミ
リービジネスによる支配を受けているとは限らない。他
方でファミリービジネスという概念に、法的な定義はな
＞いのである。代々続く街かどの老商店も世界のトヨタ自
動車もファミリービジネスと呼ばれている。中小企業と
その96.7%を占める同族会社は「中小企業=同族会社」
と表現できるかも知れないが、中小企業も同族会社も
ファミリービジネスとは同義ではない。つまり中小企業
出所 ：中小企業白書概要 (2016)
キ同族会社キファミリービジネスなのである¥
さらに近年の経営学においては、中小企業とファミ
リービジネスは一線を画した研究が進められている。た
とえば米国においては、中小企業論から区分されたファ
ミリービジネス研究という独立した学問領域が確立され
ている。ハーバードビジネススクールやノースウエスタ
ン大学ケロッグ経営大学院などでは、ファミリービジネ
スに関する特別のプログラムが履修科目として提供され
久しい。他方で日本おける多くのファミリービジネス研
究は、いまだに中小企業論の延長線上にある。しかしな
がらここ数年、日本においても明治大学ビジネススクー
ルなどいくつかの大学院で中小企業論から区分された
ファミリービジネス研究が萌芽しつつある。
このように経営学の時流においても、中小企業論と
ファミリービジネス研究を明確に分離する傾向にある。
これらのことから本研究では中小企業論とファミリービ
ジネス研究を区分した概念として捉えていくことにす
る。次節においては、先行研究からファミリービジネス
の定義について取りあげ、経営学の視点からファミリー
ビジネスの概念を明らかにする。
図表4 中小企業の法的定義資~二五;眉！言羞rlf言晋言：｝藍法人税法資本金1億円以下
出所 ：築者作成
4 同族会社の類義語として 「同族経営」や「同族所有」という用語があるが、これらはあくまで一般通念上の概念であり、
法的も しくは明確に定義されている用語ではない。
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3. 先行研究のレビュー
本節の口的は、ファミリービジネスの定義を経営学の
視点からレビューすることにあるc 以下にファミリービ
ジネス研究におけるいくつかの主要な先行研究を、ファ
ミリービジネスの定義に絞りみていこう。なおファミ
リービジネスの研究は海外において確立されたものであ
ることから、本研究では国内ではなく海外の先行研究か
らレビューしていくことにする。
3-1 海外の主要な先行研究
ファミリービジネス研究は欧米において半世紀ほど前
から行われている。そのなかでもファミリービジネス研
究の著名な研究は、ファミリーとビジネスそしてオー
ナーシップそれぞれの役割を示した「スリーサークル・
モデル」 5をもちいている Tagiuriand Davis (1992)で
あろう叫この研究ではハーバードビジネス・スクール
が主催するOwnerPresident Management (OPM) 7と
呼ばれるプログラムに参加したファミリービジネス経営
者524名のアンケートから、ファミリービジネスが重要
と考える経営目標について実証がなされている。この研
究においてはファミリービジネスについての明確な定義
はみあたらず、創業家による経常という広範な表現がな
されている。
スリーサークル・モデルの「発展段階モデル」を考案
したGersicket al., (1997) も、代表的なファミリービ
ジネスの研究である。スリーサークル・モデルのファミ
リーにおいては「ヤング・アダルト・ファミリー枇代か
ら実際の世代交代」までの期間、ビジネスでは「創業期
から成熟期」にかけて、オーナーシップでは「単独オー
ナーからいとこ連合の構築」まで、それぞれのサークル
における時系列的な発展段階を示している。この研究に
おいては、もっともファミリービジネスらしい形態は創
業家がその企業を所有し経営もおこなうものとされてい
るが、ファミリービジネスの詳細定義について特段の言
及はない。
5 和訳では「三円モデル」とも標記される。
スリーサークル・モデルを前提に、「事業環境ふ「事
業戦略」、「ファミリー要因」、「ファミリー憲章」の観点
からファミリービジネスにおける事業承継の重要性を論
じているのがRouvinezand Ward (2005) である 3 成
功する事業承継のためにはファミリー憲章を策定し、ビ
ジネスのみならずファミリーの視点からもコーポレー
ト・ガバナンスを高める必要性を述べているっこの研究
におけるファミリービジネスの定義は、創業者とその家
族、親族という広義な解釈である。他方で、「二世代以
上にわたりファミリーが支配している」、「三人以上の
ファミリーメンバーが経営に関与している」、「現在の
ファミリーオーナーが次世代のファミリーに経営権を譲
渡するつもりでいる」という 3つのうち少なくとも 1つ
でも当てはまればファミリービジネスの条件をみたすと
いう、ストックホルム・スクール・オプ・エコノミクス
の定義が取りあげられている。
ビジネスだけではなくファミリーのガバナンスも並行
して構築すべきとする、いわゆる「並行的プランニン
グドについての研究がCarlockand Ward (2010) であ
る。並行的プランニングは、ファミリーとしての価値観
の共有、ピジョンの綾定、戦略の立案、投資の計画、ガ
バナンスの構築という 5つのステップから構成される。
並行的プランニングの実現によりオーナーシップが強化
され、ファミリーとビジネスが均衡し、ファミリービジ
ネスの持続的経営が可能となることが述べられている3
多くの事業承継におけるケースが取りあげられている
が、この研究においてファミリービジネスの定義は特段
に論じられていない。
3-2 国内の主要な先行研究
倉科 (2003) は、ファミリービジネスを企業データ，
からの分析、事業承継などの経営課題、外国のファミリー
企業との差異、ファミリー企業成功の条件、これら 4つ
の視点から研究している。この研究におけるファミリー
ビジネスの定義は、「個人として蚊大株主であるととも
に創業者またはファミリー一族が経営トップ（会長・社
長・副社長など）を担っている」、「個人大株主であるが
経営トップとしては参両していない。ファミリー一族が
6 Tagiuri and Davis (1982)がスリーサークルモデルの最初の研究と考えられるが、ワーキングペーパーのため現在におい
ては入手困難であり、その後再掲されたTagiuriand Davis (1992)をレビューしたc
7 Smaller Company Management Proguram :sc1-1P)とも呼ばれている。
8 PPP (Paralel Planing Process)ともよばれる。
9 国内の全上場1部および2部企業2,515社が対象とされている。ただし店頭公開、ジャスダック市場は創業間近なオーナー
企業が多いため対象から除外されている。
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取締役または常務クラスで参画している場合も含める」、
「個人大株主ではないが、創業者一族のファミリーが経
営トップ（会長・社長・副社長など）として経営に参画
している」という 3つの条件が示されている。なお倉科
(2003)は、「体系的なファミリー企業にかかわる出版物
は見当たらない」としていることから、この研究は日本
におけるファミリービジネス研究の先駆的なものといえ
よう。
後藤 (2012)は、ファミリービジネスを優位性と特徴、
成長と発展、経営戦略、承継、ガバナンス、社会的責任、
グローバル化、将来展望という総合的な観点から研究し
ている。ファミリービジネスは、ファミリーの経営の意
思決定にたいする影響力、取締役会など経営方針の討議
および決定への参画、複数のファミリーメンバーによる
経営への関与、次世代へ承継する意思、これら 4つの視
座から定義されるべきと論じている。これらを鑑み、ファ
ミリービジネスの定義を「ファミリーが同一時期あるい
は異なった時期において役貝または株主のうち 2名以上
を占める企業」としている。なお後藤 (2012)は先述し
た4つの視点において、承継する意思のみでファミリー
ビジネスと捉えることは不適切として、「異なった時点」
という時間軸を定義することでこの課題に対応してい
る。
入山・山野井 (2014)は「同族企業」をファミリービ
ジネスとみなし、ファミリービジネスにおける所有と経
営が、エージェンシー理論、資源ベース理論、社会的情
緒資産理論へいかに適用できるかを検証している 10。こ
の研究ではファミリービジネスをファイナンスの先行研
究にならい、同族所有 (familyownership) と同族経営
(family management) に区分している。その上で縦軸
を「創業家の経営への関与が弱い」、「創業家の経営への
関与が強い（＝同族経営）」、横軸を「創業家の株式保有
比率が低い」、「創業家の株式保有比率が高い（＝同族所
有）」としてその交点である「低レベルの同族所有だが
同族経営の企業」、「同族所有比率が高いが経営への関与
は低い」、「同族所有であり同族経営でもある企業」をファ
ミリービジネスの定義としている。なお日本においては、
低レベルの同族所有だが岡族経営の企業が多いことが特
徴であることが明らかにされている。
Yupana and Shim (2015)は、 H本のファミリービジ
ネスと非ファミリービジネスにおける財務業績を比較検
証した実証研究である l。この研究のファミリービジネ
スの定義は、「創業家一族が大株主上位10位のなかに入っ
ていること、もしくは代表取締役社長や代表取締役会長
などの最高意思決定が可能なポジションにいること」と
している。その上でファミリービジネスの経営者を創業
者経営、親族経営、婿養子経営、暫時専門経営者経営、
専門経営者経営の 5つに区分し、非ファミリービジネス
経営との業績比較をおこなっている。
奥村 (2015)は、 Gersicket al., (1997)のスリーサー
クルモデルや、 Carlockand Ward (2010)の並行的プ
ランニングなど、ファミリービジネス研究における主要
なフレームワークおよび理論をレビューした研究であ
る。この研究におけるファミリービジネスは、「ファミ
リービジネスとは創業家の一族がその企業を所有してい
る、あるいは経営に携わる企業とされている。要するに
所有のみ、あるいは経営の中枢に創業家のメンバーがい
る、そして所有も経営も行う企業」と定義されている。
後藤etal., (2016)は、概況、業種動向、諸施策、戦略、
課題といった多面的視点からファミリービジネスの在り
方を研究している。ファミリービジネスの定義は、「ファ
ミリーが同一時期あるいは異なった時点において役員ま
たは株主のうち 2名以上を占める企業」であるc ファミ
リーメンバーが及ぼす影響力を所有と経営の両軸で考察
し、ファミリービジネスを「強い」「弱い」「微弱」の 3
区分に大別し、さらにそれぞれを 2区分に細分化してい
る。
「強い」グループは、現時点において株主としてファ
ミリーが有価証券報告書に表示される10大株主に含ま
れ、役員を 1名以上出し、ファミリーが筆頭株主であれ
ば「最も強い」と定義している。他方、筆頭株主以外の
10大株主の場合で役員を 1名以上出している場合は「強
い」としている。「弱い」グループにおいては、株主と
してファミリーが10大株主に含まれているが役員を出さ
ず、ファミリーが第頭株主の場合は「やや弱い」として
いる。箪頭株主以外の10大株主であれば「弱い」と定義
している e 「微弱」グループは、役員を 1名以上出して
いるがファミリーが10大株主に含まれていないが、ファ
ミリーメンバー出身の会長あるいは社長の場合は「微弱」
としていふまた、ファミリーから役員を出しているが、
会長あるいは社長以外の場合を「最も弱い」と定義して
いる。
10 近年のファミリービジネス研究は、経営学の主要理論であるエージェンシー理論、資源ベース理論、社会的情緒資産理論を
もちいて分析、検証がおこなわれている。
1 1949年以降に日本の株式市場で上場した企業のみを検証対象として、業績指標にROAとトービンのqをもちいている。
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4. ファミリービジネスの定義
Yupana and Shim (2015)は、ファミリービジネスの
定義は基準設定が非常に難しい課題であることを述べて
いる。たとえば海外では創業家の株式支配が5%から
10%などを基準にして、ファミリービジネスか否かの判
定が明確に設定されている場合が多い。他方で日本は二
輪及び四輪車メーカーであるスズキ株式会社のように、
創業者一族がほとんど株式を支配していないにも関わら
ず、長期的に創業家が経営をおこなっているケースが多
い。株主所有がファミリービジネスの前提として考えら
れている欧米とは展質の日本におけるファミリービジネ
スの背景を明らかにすることが、今後の日本における
ファミリービジネス研究の課題と論じている。
前節では国内外の主要な先行研究12のレビューをおこ
なったが、 Yupanaand Shim (2015)の示唆する課題
が浮き彫りになる結果であった。つまり先行研究ごと、
それぞれ異なるファミリービジネスの定義が設定されて
いたのである。本節では前節における先行研究のレ
ビューを鑑み、ファミリービジネスの定義について検証
するものである。図表5に前節における先行研究のレ
ビューを、「企業所有」、「経営参画」、「事業承継」の視
点からまとめてみた。その図表をもとに、ファミリービ
ジネスの定義について概観してみよう。なお本研究で取
りあげた海外文献についてはファミリービジネスの明確
な区分が論じられていないため、 Rouvinezand Ward 
(2005)で取りあげられていたストックホルム・スクール・
オプ・エコノミクスの定義のみを掲載している。
本研究でレビューした先行研究をみると、フレーム
ワーク研究や事例研究では、ファミリービジネスは広義
に定義される傾向にある。他方、実証研究では狭義に詳
細な定義がされていることが明らかにされた。このこと
は本研究で取りあげた海外文献はフレームワークおよび
事例研究であり、ファミリービジネスの詳細な定義がな
されていなかった要因ともいえる。一方、国内文献につ
いてはほとんどが実証研究であったことから、図表5の
ようにファミリービジネスは詳細に定義されていたので
ある。
図表5を概観すると、筆者の見解としてはストックホ
ルム・スクール・オプ・エコノミクスの定義がもっとも
シンプルかつ分類しやすいのではないかと考える。しか
しながら、この分類のみでは国内のファミリーピジネス
を研究することは困難である。図表5の国内における先
行研究の網掛け部分に着目してみると、国内ファミリー
ビジネスでは企業を所有していないが創業家が経営を支
配している事例があるからである。 Yupanaand Shim 
(2015)も指摘するように海外では「企業所有＝経営支配」
を意味することが一般的であるが、日本の場合はそれが
当てはまらないことが分かる。つまり企業を所有せずと
も創業家が経営参画をおこない、創業家が実質的に経営
および企業を支配する事例こそが日本的ファミリービジ
ネスの特徴なのである。
これらを鑑み、国内におけるファミリーピジネス研究
を進める際にはストックホルム・スクール・オプ・エコ
ノミクスの定義を軸として、図表5の網掛け箇所、すな
わち企業は非所有だが実質的な経営支配をしている日本
的ファミリービジネスの特徴を加味した上で、ファミ
リービジネスの定義と分類をおこなうことが適切と考え
る。
5. むすび
本研究は筆者がファミリービジネスの研究を開始する
にあたり、その定義を経営学の視点から明確にすること
を目的としたものである。第2節では、中小企業と同族
会社そしてファミリービジネスの関係性を法的な定義か
ら整理し、中小企業および同族会社とファミリービジネ
スは親和性があるものの同義ではないことを明らかにし
た。また経営学においても、これらは明確に区分されて
いることを示した。第3節においては、ファミリービジ
ネス研究における内外の主要な先行研究をレビューし
た。また、ストックホルム・スクール・オプ・エコノミ
クスにおけるファミリービジネスの定義も取りあげてい
る。
第4節では先行研究のレビューにもとづき、ファミ
リービジネスの定義を、企業所有、経営参画、事業承継
の観点から検証した。その結果、日本のファミリービジ
ネス企業は諸外国とは異なり、企業を所有せずとも実質
的な経営支配をおこなっている特徴があることが明らか
にされた。したがって筆者の見解としては、日本企業の
ファミリービジネスを研究する際には、ストックホルム・
12 他にも浅羽 (2015)、今村 (2017)など優れた先行研究も多数あるが、たとえば浅羽 (2015)はファミリービジネスの定義
に関して詳細はなく、今村 (2017)はファミリーピジネスではなく「創業者一族」という表現をもちいていたため、本研究に
おける先行研究のレピューから外している。
MBS Review Nol 4 (30) 
石井宏宗
図表5 ファミリーピジネスの定義 ー企業所有 ・経営参画・事業承継一
出所 ファミリー ビジネスの定義≪--石 紐堂急逼； 星瓢’■'ヽ曇 その他
二世代以上にわたりファミリーが支 三人以上のファミリー メンパーが経 現在のファミリーオーナーが次世代 左記条件が1つでも当てはまればストックホルム・スクー ル・オブ・エコノミクス のファミリーに経営権を譲渡するつ配している 営に関与している もりでいる ファミリービジネスとみなす
1!1人として最大株主であるとともに創集者またはファミリー一族が経営
トッブ（会長・社長・副社長など）を担っている
倉科(2003) 個人大株主で経営トッブとしては参画していないが， ファミリー 一族が取
締役または常務クラスで参画している
1!1人大株主ではないが，創業者一
族のファミリーが綬営トッブ（会長・
社長・副社長など）として経営に参
画している
ファミリーが同一時期あるいは異
援藤(2012) なった時期において役員または株 異なった時点での承継
主のうち2名以上を占める企業
低レペルの同族所有だが同族経営の企婁
入山・山野井(2014) 同族所有比率が高いが経営への関与は低い
同族所有であり同族経営でもある企業
もしくは創業者一族が代表取締役
Yupana and Shim (2015) 創業家一族が大株主上位10位のな 社長や代表取締役会長などの最高
かに入っていること 意思決定が可能なボジションにいる
こと
奥村 (2015) 創業家の一族がその企業を所有し あるいは創業者一族が経営に携わ
ている る企集
ファミリー が同一時期あるいは異
なった時点において役員または株 異なった時点での承継
主のうち2名以上を占める企業
現時点において株主としてファミリーが有価証券報告書に表示される10
大株主に含まれ，役員を1名以上出し，ファミリーが筆頭株主であれば
「最も強い」
筆頭株主以外の10大株主の場合で役員を1名以上出している場合は
「強いJ
株主としてファミリーが10大株主に
後藤etal,(2016) 含まれているが役員を出さず．ファ
ミリーが筆頭株主の場合は「やや弱
いJ
筆頭株主以外の10大株主で役員を
出していない場合は「弱い」
役員を1名以上出しているがファミ
リーが10大株主に含まれていない
しかじながらファミリー メンバー出身
の会長あるいは社長の場合は「微
弱J
役員を1名以上出しているがファミ
リーが10大株主に含まれていない
かつファミリ メーンバー出身の会長
あるいは社長がいない場合は「微
弱J
出所：筆者作成
スクール・オブ・エコノミクスのような尺度を基軸とし
ながらも、日本的な特徴を考慮したファミリービジネス
の定義設定が不可欠であることを論じた。
れ以外における定義についてはレビューをおこなってい
ない。主要な研究のみで定義について論ずることには限
界があろう。今後の研究については、フ ァミリービジネ
ス研究の著名な理論とフレームワークにおける先行研究
をレビューする予定である。理論とフレームワークをレ
ビューし、適切なリサーチ・クエスチョンおよびリサー
本研究は先行研究からファミリービジネスの定義を明
らかにしようとしたものである。しかしながら主要と考
えられる10本の先行研究のみを取りあげているため、そ
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チ・デザインを探索するのである。
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